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衆

議

院

議

長

大

島

理

森

殿

衆
議
院
議
員
長
尾
秀
樹
君
提
出
地
域
共
生
社
会
の
実
現
と
隣
保
館
の
役
割
に
関
す
る
質
問
に
対
し
、
別
紙
答
弁
書
を
送
付
す

る
。



衆
議
院
議
員
長
尾
秀
樹
君
提
出
地
域
共
生
社
会
の
実
現
と
隣
保
館
の
役
割
に
関
す
る
質
問
に
対
す
る
答
弁
書

一
に
つ
い
て

お
尋
ね
の
「
隣
保
館
の
設
置
及
び
運
営
に
つ
い
て
」
（
平
成
十
四
年
八
月
二
十
九
日
付
け
社
援
発
第
〇
八
二
九
〇
〇
一
号

厚
生
労
働
省
社
会
・
援
護
局
長
通
知
）
に
つ
い
て
は
、
現
時
点
に
お
い
て
廃
止
さ
れ
て
い
な
い
。

二
に
つ
い
て

お
尋
ね
の
「
改
正
社
会
福
祉
法
」
が
地
域
包
括
ケ
ア
シ
ス
テ
ム
の
強
化
の
た
め
の
介
護
保
険
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法

律
（
平
成
二
十
九
年
法
律
第
五
十
二
号
。
以
下
「
地
域
包
括
ケ
ア
強
化
法
」
と
い
う
。
）
第
八
条
の
規
定
に
よ
る
改
正
後
の

社
会
福
祉
法
（
昭
和
二
十
六
年
法
律
第
四
十
五
号
）
と
す
れ
ば
、
同
法
第
四
条
第
一
項
に
お
い
て
、
「
地
域
住
民
等
」
は

「
地
域
住
民
、
社
会
福
祉
を
目
的
と
す
る
事
業
を
経
営
す
る
者
及
び
社
会
福
祉
に
関
す
る
活
動
を
行
う
者
」
と
定
義
さ
れ
て

お
り
、
隣
保
館
に
お
い
て
社
会
福
祉
法
第
二
条
第
三
項
第
十
一
号
に
規
定
す
る
隣
保
事
業
（
以
下
単
に
「
隣
保
事
業
」
と
い

う
。
）
を
経
営
す
る
者
は
、
「
社
会
福
祉
を
目
的
と
す
る
事
業
を
経
営
す
る
者
」
に
含
ま
れ
る
も
の
と
考
え
て
い
る
。

三
に
つ
い
て

お
尋
ね
の
「
地
域
共
生
社
会
の
実
現
に
向
け
た
地
域
福
祉
の
推
進
に
つ
い
て
」
（
平
成
二
十
九
年
十
二
月
十
二
日
付
け
子

一



発
一
二
一
二
第
一
号
・
社
援
発
一
二
一
二
第
二
号
・
老
発
一
二
一
二
第
一
号
厚
生
労
働
省
子
ど
も
家
庭
局
長
、
社
会
・
援
護

局
長
及
び
老
健
局
長
連
名
通
知
）
別
紙
に
掲
げ
る
「
市
町
村
地
域
福
祉
計
画
、
都
道
府
県
地
域
福
祉
支
援
計
画
の
策
定
ガ
イ

ド
ラ
イ
ン
」
に
お
け
る
「
地
域
住
民
等
」
は
、
地
域
包
括
ケ
ア
強
化
法
第
八
条
の
規
定
に
よ
る
改
正
後
の
社
会
福
祉
法
第
四

条
第
一
項
に
規
定
す
る
「
地
域
住
民
等
」
で
あ
り
、
二
に
つ
い
て
で
述
べ
た
と
お
り
、
隣
保
館
に
お
い
て
隣
保
事
業
を
経
営

す
る
者
が
含
ま
れ
る
も
の
と
考
え
て
い
る
。
ま
た
、
全
国
厚
生
労
働
関
係
部
局
長
会
議
等
の
機
会
に
お
い
て
、
隣
保
館
が
地

域
福
祉
の
推
進
を
担
う
こ
と
の
で
き
る
機
能
を
有
し
て
い
る
こ
と
に
つ
い
て
、
市
町
村
に
対
し
周
知
す
る
よ
う
、
都
道
府
県

に
依
頼
し
て
ま
い
り
た
い
。

四
に
つ
い
て

厚
生
労
働
省
と
し
て
は
、
「
民
生
委
員
・
児
童
委
員
の
研
修
実
施
に
係
る
留
意
事
項
等
に
つ
い
て
」
（
平
成
二
十
六
年
一

月
十
日
付
け
雇
児
育
発
〇
一
一
〇
第
二
号
・
社
援
地
発
〇
一
一
〇
第
一
号
厚
生
労
働
省
雇
用
均
等
・
児
童
家
庭
局
育
成
環
境

課
長
及
び
社
会
・
援
護
局
地
域
福
祉
課
長
連
名
通
知
）
に
お
い
て
、
人
権
の
尊
重
に
係
る
内
容
も
含
め
、
都
道
府
県
、
指
定

都
市
及
び
中
核
市
（
以
下
「
都
道
府
県
等
」
と
い
う
。
）
が
民
生
委
員
及
び
児
童
委
員
に
対
し
て
実
施
す
る
研
修
に
係
る
留

意
事
項
を
示
し
て
い
る
。
ま
た
、
全
国
厚
生
労
働
関
係
部
局
長
会
議
等
の
機
会
に
お
い
て
、
民
生
委
員
及
び
児
童
委
員
が
人

二



権
課
題
に
関
す
る
理
解
を
深
め
る
機
会
を
設
け
る
よ
う
、
都
道
府
県
等
に
依
頼
し
て
ま
い
り
た
い
。

五
に
つ
い
て

隣
保
館
の
運
営
費
等
に
対
す
る
国
庫
補
助
に
つ
い
て
は
、
所
要
の
予
算
を
確
保
し
て
き
て
い
る
と
こ
ろ
で
あ
り
、
今
後
と

も
、
そ
の
確
保
に
努
め
て
ま
い
り
た
い
。

六
に
つ
い
て

政
府
と
し
て
は
、
「
ニ
ッ
ポ
ン
一
億
総
活
躍
プ
ラ
ン
」
（
平
成
二
十
八
年
六
月
二
日
閣
議
決
定
）
に
基
づ
き
、
関
係
省
庁

が
連
携
し
て
、
子
供
・
高
齢
者
・
障
害
者
な
ど
全
て
の
人
々
が
地
域
、
暮
ら
し
、
生
き
が
い
を
共
に
創
り
、
高
め
合
う
こ
と

が
で
き
る
「
地
域
共
生
社
会
」
の
実
現
に
向
け
て
必
要
な
取
組
を
進
め
て
ま
い
り
た
い
。

三


